
特定求職者雇用開発助成金

助成金の概要

この助成金は、高年齢者・障害者・母子家庭の母等などの就職が困
難な求職者の雇用機会を創出し、労働者の職業を安定させることを
目的とした制度です。

ハローワーク等の紹介により、継続して雇用する労働者を雇い入れ
る事業主に対して助成金を支給しています。



廃止

現コース



「特開金」の手続きの流れ

１. ハローワーク等での紹介

２．対象者を雇い入れ

３．助成金の第１期申請

４．審査（概ね３ヶ月程度）

６．助成金の第２期申請

７．２期支給・不支給決定雇い入れから、４～５か月後、
佐賀労働局から郵送で申請書
類が届きます！

５．１期支給・不支給決定

佐賀労働局から、郵
送で結果が届きます

申請日を過ぎると受付でき
なくなります（２期も同様）

支給対象期間の途中で退職さ
れた場合は、申請できない場
合があります。
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定
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定
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令和5年度からの見直し

④妊娠・出産または育児を理由として正規雇用
の職を離職した方でないことも追加

②廃止に伴い特定就職困難者コースに含まれる

③廃止

①成長分野(デジタル・グリーン)の業務に従事する方は、
専門的職業に従事する方のみ

未経験職種への就職を希望する方が対象



成長分野等人材確保・育成コース 拡充について

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）拡充のお知らせ

就職が困難な方を採用し、人材育成を行い、

賃金を引き上げることで助成金の額が通常より上がります

就職が困難な方（未経験職種への転職を希望する方）を「採用」し

「訓練」を行い

「賃金引上げ」を実現すると以下の助成が受けられます。

採用時の毎月決まって支払われる賃金が5％以上引き上がっているこ

と。

（「訓練」や「賃金引上げ」が行われない場合は、通常の

コースの助成金が支給されます）



訓練と賃金引上げの支給要件

対象となる訓練

次のいずれかの人材開発支援助成金を活用した訓練が対象です。

最後の支給対象期の末日までに訓練を開始することが必要です。

①１コースの実訓練時間数等が50時間以上※の訓練

※ eラーニング・通信制による訓練の場合は、標準学習時間が

50時間以上または標準学習期間が３月以上

②①以外の次の訓練

• 特定訓練コース（労働生産性向上訓練、熟練技能育成・承継

訓練）

• 特別育成訓練コース（中長期的キャリア形成訓練、有期実習

型訓練）

• 人への投資促進コース (高度デジタル人材等訓練)

• 事業展開等リスキリング支援コース

賃金引上げの要件

「賃金引上げ計画」の計画期間（最大３年）内に、採用時（試用期間

がある場合は本採用時）の「毎月決まって支払われる賃金※」が５％以

上引き上がっていることが必要です。


